別記第26号様式（第15条関係）
	黒松内町営住宅収入超過者認定通知
先にあなたから申告（報告）がありました世帯の収入及び世帯の構成から、あなたの収入を次のとおり認定するとともに、収入が公営住宅法施行令第６条第５項の基準を超えていますのであなたを収入超過者と認定します。
また、認定した収入から、　　　年度のあなたの毎月の家賃を決定しましたので、併せてお知らせします。
１　収入認定額等

	
	認定した収入の月額
	　円　　　　
	

	
	算出の基となる額
	

	
	Ａ　年間所得総計
	　円
	Ｃ　年間所得（Ａ－Ｂ）
	　円
	


	
	Ｂ　控除額の内訳
	　円
	認定収入月額（Ｃ÷12）
	　円
	

	２　収入認定の内訳

	
	入居者・同居者等
	年間所得
	控除金額
	入居者・同居者等
	年間所得
	控除金額
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	３　　　　　年度の家賃の額
あなたの家賃は、あなたの収入と居住している住宅の状況に応じて、近傍同種の住宅の家賃以下で定められています。

	
	年度の家賃の月額
	　円　
	

	
	収入階層
	
	近傍同種の住宅の家賃　　　　　　　　円
	

	４　住宅の表示

	
	団地名等
	
	建設年度
	
	

	
	所在地
	
	住戸専用面積
	　㎡　
	

	５　　　　　年度の収入階層

	
	収入階層
	月額収入の範囲
	収入階層
	月額収入の範囲
	

	
	Ⅰ
	～
	Ⅲ
	～
	

	
	Ⅱ
	～
	Ⅳ
	～
	


	
	Ⅴ
	～
	Ⅶ
	～
	

	
	Ⅵ
	～
	
	～
	

	６　告知事項
(１)　あなたは、この通知により収入超過者と認定されましたが、収入超過者の要件は次のとおりです。
①　町営住宅に入居してから３年を経過していること。
②　認定された収入が、　　　　　円を超えていること。
(２)　あなたの収入が収入基準を超えていることから、公営住宅法第28条の規定によりあなたは、公営住宅を明け渡すよう努めなければなりません。
なお、住宅を明け渡そうとするときには、別の住宅の斡旋等を行うことがあります。
(３)　この収入の認定又は収入超過者としての認定について意見があるときは、この通知の日から30日以内に黒松内町長に理由を示して意見を述べることができます。この場合は、役場建設水道課に所定の様式がありますので、お申し付けください。
(４)　失職、退職、同居親族の異動等により収入や控除する額に変動があったときは、年度の途中からでも家賃の減額をすることができることがありますので、その事実があった日から30日以内に申し出を行ってください。この場合も(３)同様に役場建設水道課に所定の用紙がありますのでお申し付けください。
　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　様
黒松内町長　　　　　　　　　　


